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【政策ごとの予算額等】

　公務員の総人件費抑制、年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を図る早期退職募集制度の円滑な運用に資する事業として一層の活用が見込ま
れ、再就職支援を希望する者に対し確実に支援を行う必要があることから、一定程度の予算要求を行っている。
　今後とも、制度の更なる周知と利用の促進に努めつつ、利用者数等の状況等について的確な把握を図り、適正な予算の管理、執行に努めることとして
いる。
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（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 官民人材交流センター

● 2

● 3

● 4

◆ 1   

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1   ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1   ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞
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○○○,○○○

官民人材交流センターの適切な運営
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 22-①
（千円）

29年度
当初予算額

30年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号

合計

予算額

官民人材交流センターの適切な運営政策名



基準値 目標値 達成

25年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

57.1% － 57.1% 71.4% 63.6% 継続中 基準値以上

－ － － － －

基準 目標 達成

27年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

82.0% － － － 82.0% 92.2% 基準値以上

－ － － － －

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

/53人

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

○測定指標１については平成28年度の再就職支援利用者に対する支援が継続中であ
り、現時点での再就職決定率は未確定ではあるものの、利用者個々の支援については、
順次、支援会社により実施され、再就職も決定してきているところである。
○測定指標２については目標を達成。

測定指標１は現時点での再就職決定率は未確定であるものの、順次、実施されており、
測定指標２については目標を達成していることから、上記と判断した。

参考指標
再就職者数及び再就職支
援人数

実績値

－ 12人/21人 25人/35人 28人/44人

測定指標

１　民間委託による再就職
決定率
（再就職者数/支援人数）

実績値

－

年度ごとの目標値

２　民間企業アンケートに
おいて、官民人事交流を
実施又は検討したいとした
出席者の割合

施策の進捗状況（実績）

達成

年度ごとの目標

執行額（百万円） 0.7 18 15

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・「国家公務員の雇用と年金の接続について」（平成25年3月26日閣議決定）
・「採用昇任等基本方針」（平成26年6月24日閣議決定）
・「官民人材交流センターに委任する事務の運営に関する指針」（平成26年6月24日内閣総理大臣決定）

繰越し等（c） -10 -2 -7

合計（a＋b＋c） 42 65 55

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 52 67 62 62

補正予算（b） 0 0 0

施策の概要
・早期退職募集制度の施行に伴い、民間の再就職支援会社を活用した再就職支援を実施する。
・官民の人材交流の円滑な実施のための支援として、官民の人材交流に関する情報提供や関連する制度等に関す
る広報・啓発活動を実施する。

達成すべき目標
・早期退職募集制度の施行に伴い、透明性の高い形で民間の再就職支援会社を活用した再就職支援を実施する。
・官民の人材交流の円滑な実施のための支援として、民間企業を対象とする説明会及び企業・府省間の意見交換会
を実施する。

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

平成28年度実施施策に係る政策評価書
内閣府28-6４（政策２４－施策①）

政策名 官民人材交流センターの
適切な運営

施策名 民間人材登用等の推進



担当部局名
官民人材交流セン

ター
　作成責任者名

総務課長
城戸　亮

政策評価実施時期 平成29年８月

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　引き続き来年度以降も本施策を継続する。

【測定指標】
○測定指標１については、引き続き目標達成に努めることとする。
再就職決定率については、平成25年度以降、基準値を上回っており、再就職決定率のみならず、利用者数ともに順
調に推移していると考えられるが、再就職支援会社に対し再就職支援の状況確認・指導を徹底することとするなど、
一層実効性を高めていく必要があると考えられる。
　よって、支援継続中の本年度及び次年度の再就職支援事業においても、引き続き、その結果となる再就職の決定
に係る指標を設定し実施していくとともに、これまでの本施策の実施状況や問題点等を分析・検討し、今後、必要に
応じ改善していくこととする。
○測定指標２については引き続き目標達成に努めることとする。
これまで順調に施策が進展してきているが、より多くの民間企業に官民人材交流制度を周知して理解してもらうため
に、官民人事交流体験談発表の方法を、発表者がスピーチする方法から主催者と体験者との双方向のやりとりの中
で制度のメリットをアピールする方法に変更するなどして、説明会の内容をより充実させていきたい。

学識経験を有する者の知
見の活用

─

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

─

評
価
結
果

施策の分析

【平成２８年度に実施した具体的施策】
①職員の離職に際しての離職後の就職の援助
　民間の再就職支援会社を活用した再就職支援については、再就職支援利用者への支援が継続中であり、現時点
での再就職決定率は未確定であるが、再就職決定率の向上に資するべく、再就職支援会社に対し再就職支援の状
況確認・指導を徹底してきたところ。
　また、平成28年度において、各府省への働きかけを強化した結果、再就職支援利用者は、過去最高となる53名と
なるとともに、それまで１度も利用者を出したことがない４府省から新たな利用者が出ることとなった。
　国家公務員全体では、まだまだ本制度の認識・理解が十分であるとは言えないと考えており、今後ともより一層、各
府省人事担当者への強い働きかけ・職員全体への周知を強化して行くこととしたい。
②官民の人材交流の円滑な実施のための支援
　内閣人事局及び人事院並びに経済団体と連携し、国と民間企業との間の人事交流に関する法律に基づく国と民間
企業の人事交流（現役）を推進（28年度企業向け説明会：５都市６回）。

【測定指標の分析】
○測定指標１については引き続き目標達成に努めることとする。
平成28年度の再就職支援事業の利用者に対する支援は現在も継続中であり、現時点での実績値（再就職決定率）
は未確定である。
○測定指標２については目標を達成した。
民間企業に対して、説明会を周知するための案内状を送付する際に官民人事交流制度の内容を説明する資料を同
封したことなどにより、官民人事交流制度の趣旨をある程度理解した上で、官民人事交流に高い関心を持つ民間企
業が説明会に参加したことが、民間企業アンケートにおいて官民人事交流を実施又は検討したいとした出席者の割
合が増加した要因であると考えられる。


	22
	個別票1
	個別票2
	個別票3

	２５．官民人材交流センターの適切な運営
	官民


